
八街市人事行政運営等の状況（平成２５年度）　八街市の職員の任用、給与、服務や勤務条件など、人事行政の運営等の状況を市民のみなさまにご理解いただくため、次のとおり公表します。詳しくは、市役所総務課　電話０４３－４４３－１１１３へ。詳しくは、市役所総務課　電話０４３－４４３－１１１３へ。詳しくは、市役所総務課　電話０４３－４４３－１１１３へ。詳しくは、市役所総務課　電話０４３－４４３－１１１３へ。１．職員の任免及び職員数に関する状況について１．職員の任免及び職員数に関する状況について１．職員の任免及び職員数に関する状況について１．職員の任免及び職員数に関する状況について　　　　※市長・副市長・教育長は含まれておりません。（１）新規採用者数（平成２５年度）（１）新規採用者数（平成２５年度）（１）新規採用者数（平成２５年度）（１）新規採用者数（平成２５年度）（２）事由別退職者数（平成２５年度）（２）事由別退職者数（平成２５年度）（２）事由別退職者数（平成２５年度）（２）事由別退職者数（平成２５年度）普通 分限 懲戒 死亡 任期退職 免職 免職 退職 満了一般行政職 6 9 8 0 0 0 0 0 23技能労務職 1 0 1 0 0 0 0 0 27 9 9 0 0 0 0 0 25（３）級別職員数（３）級別職員数（３）級別職員数（３）級別職員数 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計34 49 175 121 55 49 32 11 5260 13 16 - - - - - 2934 62 191 121 55 49 32 11 55536 45 199 105 52 48 32 11 5280 15 15 - - - - - 3036 60 214 105 52 48 32 11 558
技能労務職合計平成25年４月１日現在 区分計 失職 合計

技能労務職

13 その他

平成24年４月１日現在

一般行政職
定年退職区分 勧奨退職

一般行政職一般行政職合計



２．職員給与費の状況について２．職員給与費の状況について２．職員給与費の状況について２．職員給与費の状況について（１）人件費の状況（平成２５年度普通会計決算）（１）人件費の状況（平成２５年度普通会計決算）（１）人件費の状況（平成２５年度普通会計決算）（１）人件費の状況（平成２５年度普通会計決算）
※普通会計とは、一般会計に特別会計のうちの学校給食センター事業を合わせたものです。（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計予算）（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計予算）（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計予算）（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計予算）
※職員手当には、退職手当は含んでおりません。（３）職員の平均給料月額等（３）職員の平均給料月額等（３）職員の平均給料月額等（３）職員の平均給料月額等
※「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。（４）初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（４）初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（４）初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（４）初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

高校卒 200,000円185,800円144,500円 155,700円 149,800円一般職172,200円 185,800円140,100円

平成２５年４月１日現在 47.2歳240,333円平成２４年４月１日現在平均給料月額 平均年齢330,435円
給料2,023,999千円

国
43.2歳

3,956,411千円73,956人 20,152,614千円
531人 計（Ｂ）3,013,481千円

住民基本台帳人口 人件費率（Ｂ／Ａ）523,356千円
一人当たり給与費723,640千円

人件費（Ｂ）
（Ｂ／Ａ）5,664千円給与費

実質収支 19.6% 平成２３年度人件費率
職員数（Ａ）
（平成26年３月末現在） 歳出額（Ａ） 21.2%

245,886円
職員手当265,842千円 期末・勤勉手当

一般行政職

職種 平均給料月額 平均年齢一般行政職
172,200円 初任給大学卒 採用２年後総合職181,200円八街市

技能労務職
区分 初任給 採用２年後

48.7歳333,628円 43.7歳



（５）職員手当の状況（平成２５年４月１日現在）（５）職員手当の状況（平成２５年４月１日現在）（５）職員手当の状況（平成２５年４月１日現在）（５）職員手当の状況（平成２５年４月１日現在）○配偶者　13,000円○配偶者以外の扶養親族　6,500円16歳から22歳までの子　5,000円加算○借家の場合（家賃が12,000円を超える場合に限る）家賃の額に応じて27,000円を限度に支給○電車・バスを利用する場合定期代等55,000円を上限に支給○乗用車などを使用する場合使用距離等に応じて2,000円～24,500円を支給

その他の加算措置定年前早期退職特例措置　2～20%

※地域手当及び時間外勤務手当については、普通会計における支給対象職員数等を記載しております。３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について（１）勤務時間及び休憩、休息時間の状況（平成26年4月1日現在）（１）勤務時間及び休憩、休息時間の状況（平成26年4月1日現在）（１）勤務時間及び休憩、休息時間の状況（平成26年4月1日現在）（１）勤務時間及び休憩、休息時間の状況（平成26年4月1日現在）　　勤務時間等の状況は次の表のとおりです。ただし、保育園や中央公民館などの勤務場所では、　これと異なる勤務形態の場合があります。
支給総額1人当たり平均支給年額 206千円109,413千円

週休日・休日土曜日及び日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始（12月29日から翌年1月3日）
勤務時間の割り振り等休憩時間12:00～13:00

116,024円支給総額1人当たり平均支給年額 83,729千円158千円１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）
55.86月分

１週間の勤務時間 始業時間 終業時間

地域手当 支給率
時間外勤務手当 平成25年度決算平成24年度決算

退職手当
3%531人3%
同左勧奨・定年55.86月分55.86月分28.7875月分

支給対象職員数国の制度（支給率）
勤続35年最高限度額

（支給率）計 2.60月分（2.20月分） 1.35月分（1.175月分）
勤続20年勤続25年
12月期 （0.875月分）0.675月分1.375月分６月期 （1.025月分）

46.55月分 38.955月分
（2.05月分）（0.875月分）

自己都合
3.95月分（3.95月分）

23.03月分32.83月分
（1.75月分）

扶養手当 同左
通勤手当住居手当
区分 八街市

1.225月分 0.675月分 （1.9月分）期末手当 計 同左同左
国

期末手当勤勉手当 2.05月分

17:1538時間45分 8:30

1.9月分
（）内は、行政職8級で、最高額の管理職手当を支給されている職員の支給割合です。

同左
勤勉手当



（２）休暇制度（平成26年4月1日現在）（２）休暇制度（平成26年4月1日現在）（２）休暇制度（平成26年4月1日現在）（２）休暇制度（平成26年4月1日現在）区分 使途は問わない負傷又は疾病のため療養する必要がある場合選挙権・公民権を行使する場合 必要と認める期間証人、裁判員、鑑定人又は参考人等として出頭する場合骨髄液を提供する場合等 必要と認める期間自発的に無報酬で社会に貢献する活動をする場合結婚する場合 連続する5日生理により勤務が著しく困難な場合 2日以内妊産婦が保健指導や健康診査を受ける場合女子職員が母親学級へ参加する場合 必要と認める時間通勤の混雑が妊産婦の母体等に影響する場合 出産予定日以前8週間（多胎妊娠の場合は、14週間）前から出産の日後8週間生後1年に達しない子の育児をする場合配偶者が出産する場合 2日配偶者が産前産後期間において男子職員が育児を行う場合負傷等をした小学校就学前の子を看護等世話をする場合
死亡した者との関係に応じて、1日から10日父母の追悼のための特別な行事に参加する場合夏季休養 6月から10月までの期間において8日心身の活力の維持及び増進 勤続25年に達した職員に対し3日感染症により交通を制限又は遮断された場合災害等により交通が遮断された場合 必要と認める期間災害時等の退勤途上において身体の危険を回避する場合災害等により現住居が滅失・破損した場合2親等以内の親族等を介護する場合 6月以内職員団体の業務等に従事する場合 1年度10日以内

1時間以内で必要と認める時間

必要と認める期間
休暇の期間

特別休暇
負傷等により2週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある2親等以内の親族等（要介護者）を介護等世話をする場合

有給

無給

1年度5日以内
種類 事由年次休暇

必要と認める期間
必要と認める期間必要と認める期間

必要と認める時間

1年度5日（要介護者が2人以上の場合は10日）

1週間以内

1年度20日（翌年度への繰越は最大20日）

出産する場合

療養休暇 必要最小限の期間

1年度5日（子が2人以上の場合は10日）
職員の親族が死亡した場合

産前産後期間内に5日1日2回とし、1日を通じて1時間

介護休暇組合休暇



（３）育児休業及び部分休業の取得状況（平成25年度）（３）育児休業及び部分休業の取得状況（平成25年度）（３）育児休業及び部分休業の取得状況（平成25年度）（３）育児休業及び部分休業の取得状況（平成25年度）
４．職員の分限及び懲戒処分の状況について４．職員の分限及び懲戒処分の状況について４．職員の分限及び懲戒処分の状況について４．職員の分限及び懲戒処分の状況について（１）職員の分限処分の事由別人数（平成25年度）（１）職員の分限処分の事由別人数（平成25年度）（１）職員の分限処分の事由別人数（平成25年度）（１）職員の分限処分の事由別人数（平成25年度）　　心身の故障のため、職務の遂行に支障がある職員に対しては、公務能率の維持等のために、　職員の意に反して降任、免職、休職又は降給の処分を行うことができます。　　平成25年度に処分を受けた人数は次のとおりです。種類 人数降任 0免職 0休職 9降給 0（２）職員の懲戒処分の状況（平成25年度）（２）職員の懲戒処分の状況（平成25年度）（２）職員の懲戒処分の状況（平成25年度）（２）職員の懲戒処分の状況（平成25年度）　　職務上の義務に違反した職員については、公務における規律と秩序を維持するために、戒告、　減給等の処分を行うことができます。　　平成25年度に処分を受けた職員はいませんでした。５．職員の服務の状況について５．職員の服務の状況について５．職員の服務の状況について５．職員の服務の状況について　　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたって　は、全力を挙げて専念しなければならないこととされております。　　この服務の基本原則を忠実に実行するため、様々な機会において、職員の綱紀の粛正や服務規律　の確保の周知徹底を行っております。

育児短時間勤務 08育児休業部分休業 3

分限処分

区分 新規取得者数

区分



６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況について（平成25年度）６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況について（平成25年度）６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況について（平成25年度）６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況について（平成25年度）（１）研修の状況（１）研修の状況（１）研修の状況（１）研修の状況 受講者数新規採用職員研修 平成25年度新規採用（実務基礎） 職員平成25年度新規採用ステップアップ研修 職員協働のまちづくり職員研修会 平成21年度～25年度　　採用職員～税に対する基礎知識～ 採用職員情報セキュリティ研修 全職員 134行政対象暴力対策研修 全職員 56全職員 3610782人事評定者研修 行政職6級以上の職員 45所属長を除く被評定者全職員平成25年度新規採用職員上級職採用後3～5年の職員初級職採用後7～9年の職員上級職採用後7～9年の職員初級職採用後11～13年の職員職務上必要とする職員職務上必要とする職員職務上必要とする職員※上記の他に、各所属の必要に応じて所管業務に関する専門研修を受講しております。（２）勤務成績の評定の状況（２）勤務成績の評定の状況（２）勤務成績の評定の状況（２）勤務成績の評定の状況　　職員の勤務について、必要に応じて能力や実績等に関しての勤務成績の評定を行い、その評定の　結果に基づき、昇給や昇任等を行っております。

対象

庁外研修 印旛郡市広域市町村圏事務組合
各種専門研修

34全職員
研修名

14
8新規採用職員研修

1147

千葉県自治研修センター

189

のべ30
34

職員研修 7新規採用職員
保育所等の職員

中級職員研修

健康に関する講話

その他専門研修
初級職員研修
普通救命講習会ｱﾄﾞﾚﾅﾘﾝ自己注射薬の使い方講習会

その他の専門研修

保育所等の職員

その他の各種研修機関等

庁内研修
人事評価制度研修

研修区分

のべ23



７．職員の福祉及び利益の保護の状況について（平成25年度）７．職員の福祉及び利益の保護の状況について（平成25年度）７．職員の福祉及び利益の保護の状況について（平成25年度）７．職員の福祉及び利益の保護の状況について（平成25年度）（１）福利厚生の状況（１）福利厚生の状況（１）福利厚生の状況（１）福利厚生の状況　　職員の健康管理状態を把握し、疾病等の早期発見を行うため、定期健康診断、生活習慣病予防　健診、産業医による健康相談等を実施しております。　　職員の福利厚生事業については、市に代わり、八街市職員組合が実施しましたが、平成25年度は　財政的な事情により補助金を凍結しております。　・千葉県市町村職員互助会への助成（負担金　763,923円）　　県内市町村と、その職員が共同で福利厚生事業を運営するもので、出産費助成、育児・介護休暇　助成、長期療養者助成等の給付事業を行いました。（２）公務災害補償制度の状況（２）公務災害補償制度の状況（２）公務災害補償制度の状況（２）公務災害補償制度の状況
８．公平委員会に係る業務の状況８．公平委員会に係る業務の状況８．公平委員会に係る業務の状況８．公平委員会に係る業務の状況（１）勤務条件に関する措置の要求の状況（１）勤務条件に関する措置の要求の状況（１）勤務条件に関する措置の要求の状況（１）勤務条件に関する措置の要求の状況　　該当ありませんでした。（２）不利益処分に関する不服申立の状況（２）不利益処分に関する不服申立の状況（２）不利益処分に関する不服申立の状況（２）不利益処分に関する不服申立の状況　　該当ありませんでした。
通勤災害 1 出勤中の事故による負傷0 －
区分 作業中の事故による負傷等－3 概要公務災害 0傷病（人）死亡（人）


